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（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第２四半期 
累計期間 

第６期 
第２四半期 
累計期間 

第５期 
第２四半期 
会計期間 

第６期 
第２四半期 
会計期間 

第５期 

会計期間 

自 平成22年 
３月１日 

至 平成22年 
８月31日 

自 平成23年 
３月１日 

至 平成23年 
８月31日 

自 平成22年 
６月１日 

至 平成22年 
 ８月31日 

自 平成23年 
６月１日 

至 平成23年 
 ８月31日 

自 平成22年 
３月１日 

至 平成23年 
２月28日 

売上高（千円）  18,512,538  18,347,915  9,375,111  8,966,685  37,572,063

経常利益（千円）  1,456,714  1,189,769  652,856  596,188  3,237,135

四半期（当期）純利益（千円）  859,526  679,958  384,403  352,719  1,908,808

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  633,362  634,119  633,702

発行済株式総数（株） － －  7,521,600  7,530,300  7,525,500

純資産額（千円） － －  6,346,996  7,927,243  7,396,956

総資産額（千円） － －  10,218,164  11,467,804  10,988,043

１株当たり純資産額（円） － －  843.85  1,052.73  982.94

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 114.59  90.32  51.23  46.85  254.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 112.70  89.33  50.43  46.35  250.43

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  20

自己資本比率（％） － －  62.1  69.1  67.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 294,182  565,873 － －  1,295,952

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,473,145  △496,020 － －  △3,481,471

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 5,291  △148,924 － －  5,969

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  2,116,918  1,031,970  1,111,041

従業員数（人） － －  84  105  93
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  当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

   

  当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

    

提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数が当第２四半期会計期間において５人増加しましたのは、主としてダイレクトマーケティング支援

事業の拡大に伴う期中採用によるものであります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年８月31日現在

従業員数（人）  105

- 2 -



(1)仕入実績 

 当第２四半期会計期間の仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．ダイレクトマーケティング支援事業における仕入実績は、メディア枠の仕入、商品の仕入のほかに、表現制

作物、コールセンター業務等の外注により発生した費用が含まれております。 

  

(2)販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。なお、次の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（注）ガシー・レンカー・ジャパン株式会社は、当第２四半期会計期間において、販売実績の総販売実績に対する割合

が100分の10未満であるため、記載を省略しております。  

  

  当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

     

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期会計期間 

（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 

前年同四半期比（％）  

ダイレクトマーケティング支援事業（千円）       7,989,300       △4.5

合計（千円）     7,989,300    △4.5

セグメントの名称 
当第２四半期会計期間 

（自 平成23年６月１日 
至 平成23年８月31日） 

前年同四半期比（％） 

ダイレクトマーケティング支援事業（千円）  8,966,685    △4.4

合計（千円）    8,966,685    △4.4

相手先 

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年６月１日 

至 平成23年８月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

キューサイ株式会社  1,529,378  16.3  1,622,642  18.1

株式会社テレビショッピング研究所        1,289,825      13.8       1,293,072      14.4

ガシー・レンカー・ジャパン株式会社  1,091,973  11.6  －  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）経営成績の分析 

 当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により打撃を受けるとともに、電力供給の制約や原

子力災害及び原油価格上昇の影響等により景気を下押しするリスクが払拭できず、依然として厳しい状況にあるも

のの、サプライチェーンの立て直しや各種政策効果などを背景に景気の持ち直しの動きがみられました。 

 一方、当社の顧客の属するダイレクトマーケティング市場は、その市場規模が拡大したことから伸長率は鈍化傾

向にあるものの、総体的には拡大基調が続いておりましたが、東日本大震災以降、不安定な状況が続きました。 

 このような市場環境下、当社においては、前事業年度に引き続き、ダイレクトレスポンス手法により商品あるい

はサービスの販売を試みるダイレクトマーケティング実施企業に対して、商品開発、表現企画、媒体選定、受注、

顧客管理といったバリューチェーンの各局面で、最適なソリューションの提供に努めてまいりました。  

この結果、当第２四半期会計期間の売上高は 千円（前年同期比 ％減）、売上総利益は 千円

（前年同期比 ％減）となりました。販売費及び一般管理費は 千円（前年同期比 ％増）となり、その

結果、営業利益は 千円（前年同期比 ％減）、経常利益は 千円（前年同期比 ％減）となりまし

た。また、税引前四半期純利益 千円（前年同期比 ％減）から法人税、住民税及び事業税と法人税等調整

額の合計 千円を差引後、四半期純利益は 千円（前年同期比 ％減）となりました。 

  

(2）財政状態の分析  

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比較して 千円増加し、 千円とな

りました。 

流動資産については、前事業年度末と比較して現金及び預金が 千円増加し 千円となったこと

等により、 千円増加し 千円となりました。  

固定資産については、前事業年度末と比較して 千円増加し 千円となりました。  

流動負債については、前事業年度末と比較して、買掛金が 千円減少し 千円となったこと等に

より、 千円減少して 千円となりました。 

固定負債については、前事業年度末と比較して 千円増加し 千円となりました。 

純資産については、四半期純利益を 千円計上した一方、配当金の支払が 千円発生したこと等に

より、 千円となりました。   

  

(3）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は第１四半期会計期間末から

千円増加し 千円となりました。当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主

な内容は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第２四半期会計期間において、営業活動によって獲得した資金は 千円（前年同四半期は 千円の

獲得）となりました。これは主に税引前四半期純利益 千円を計上したこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第２四半期会計期間において、投資活動に使用した資金は 千円（前年同四半期は 千円の使

用）となりました。これはソフトウエア等の無形固定資産の取得及び定期預金の預入による支出によるものであり

ます。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当第２四半期会計期間において、財務活動で使用した資金は 千円（前年同四半期は 千円の獲得）と

なりました。これは主に配当金の支払等によるものであります。  

   

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

8,966,685 4.4 977,384

2.9 383,411 7.7

593,973 8.7 596,188 8.7

598,721 8.3

246,002 352,719 8.2

479,761 11,467,804

370,928 6,931,970

415,036 11,165,533

64,724 302,271

102,211 2,764,628

97,847 3,465,348

47,321 75,213

679,958 150,507

7,927,243

163,311 1,031,970

716,154 656,781

598,721

539,965 1,404,387

12,877 4,977
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(5）研究開発活動 

該当事項はありません。  

  

  

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間に以下の設備を取得いたしました。  

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．リース契約による賃借設備はありません。 

   

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。  

    

第３【設備の状況】

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物 

（千円） 
工具、器具及び
備品（千円） 

ソフトウエア 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 
事務機器      －  8,145    33,934  42,079  105
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 (注)「提出日現在発行数」欄には、平成23年10月１日からのこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

   

① 平成18年９月25日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、

退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  24,000,000

計  24,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成23年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年10月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式       7,530,300      7,530,300
東京証券取引所 

（マザーズ） 

単元株式数 

100株  

計  7,530,300       7,530,300 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年８月31日） 

新株予約権の数（個）      （注）１ 263

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１,２,５ 78,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３,５ 174

新株予約権の行使期間 平成21年８月８日から平成28年９月25日までとする。 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

                   発行価格     

                   資本組入額      

（注）５ 

174

87

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）６ 
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２．当社が、当社普通株式について株式の分割又は株式の併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式数は分

割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整するものとする。また、本新株予約権の割当日後に、当社が株

式無償割当を行う場合、その他新株予約権の目的となる株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内

で株式数を調整することができるものとする。かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的となる株式の数についてのみ行われる。なお、調整後生じる１株未満の端数は切り捨てるものとするが、そ

の次の調整における調整前株式数においてはこれを考慮するものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む）の行使により新株式を発行する場合は除く）が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権者は、以下の区分に従って、割当を受けた本新株予約権の全部又は一部を行使することが

できる。ただし、かかる行使により発行される株式数は１株の整数倍でなければならない。 

イ 本行使期間開始日からその１年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目的となる株式

数のうち、その25％に相当する株式数についてのみ権利を行使することができる。 

ロ 本行使期間開始日の１年後の応当日から２年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その50％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ハ 本行使期間開始日の２年後の応当日から３年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その75％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ニ 本行使期間開始日の３年後の応当日以降、割当を受けた新株予約権の目的となる株式数の全部（ただ

し、既に行使した新株予約権の目的となる株式数を控除する。）について権利を行使することができ

る。 

② 新株予約権の権利行使時において、当社又は子会社の取締役又は使用人たる地位にあることを要する。

ただし、新株予約権者が定年もしくは当社の都合により退職した場合（以下「退職等」という。）で、取

締役会が特に認めて新株予約権者に書面で通知したときは、引続き本新株予約権を退職等の後２年間行使

することができる。かかる退職等の後行使することができる本新株予約権の目的となる株式数は、退職等

の時点で①の定めに従って新株予約権者が権利を行使できる株式数とする。 

③ 新株予約権の割当日後、権利行使期間満了時までに新株予約権者において以下の事由が生じた場合に

は、新株予約権者は新株予約権を自動的に喪失する。ただし、当該事由発生以前の新株予約権の行使につ

いて遡及して影響を及ぼすことはないものとする。 

イ 当社又は子会社の取締役又は使用人たる地位を失った場合（ただし、②に該当する場合を除く） 

ロ 死亡した場合 

ハ 不正行為もしくは職務上の義務違反又は懈怠があった場合 

ニ 禁固以上の刑に処せられた場合 

ホ 新株予約権割当契約書の規定に違反した場合 

ヘ 当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合 

④ 本新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認められない。ただし、本新株予約権者が、本新株

予約権の行使期間内に死亡した場合は、本新株予約権者の死亡後４年以内の間に限り、その相続人は、①

の定めにより権利行使可能となっている本新株予約権を行使できるものとする。なお、本新株予約権の相

続人のうち、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）が死亡した場合は、当該権利承

継者の相続人は新株予約権を行使できないものとする。 

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額   

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

新株式発行前の時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   
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⑤ その他の権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。  

５．平成20年１月18日開催の取締役会決議により、平成20年２月15日をもって普通１株を100株とする株式分割

を行っております。また、平成21年６月30日開催の取締役会決議により、平成21年９月１日をもって普通株式

１株を３株とする株式分割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の

行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行

っております。  

６．当社が消滅会社となる吸収合併契約もしくは新設合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新

設分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が、当社株主総会又は当社取締

役会で承認された場合において、当社取締役会で取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとする。 

  

② 平成18年９月25日臨時株主総会決議 

（注）１．当社が、当社普通株式について株式の分割又は株式の併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式数は分

割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整するものとする。また、本新株予約権の割当日後に、当社が株

式無償割当を行う場合、その他新株予約権の目的となる株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内

で株式数を調整することができるものとする。かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的となる株式の数についてのみ行われる。なお、調整後生じる１株未満の端数は切り捨てるものとするが、そ

の次の調整における調整前株式数においてはこれを考慮するものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年８月31日） 

新株予約権の数（個）  18

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）      （注）１,４ 5,400

新株予約権の行使時の払込金額（円）                        （注）２,４ 174

新株予約権の行使期間 平成21年８月８日から平成28年９月25日までとする。 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

                      発行価格    

                      資本組入額    

（注）４ 

174

87

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）５ 
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２．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む）の行使により新株式を発行する場合は除く）が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権者は、以下の区分に従って、割当を受けた本新株予約権の全部又は一部を行使することが

できる。ただし、かかる行使により発行される株式数は１株の整数倍でなければならない。 

イ 本行使期間開始日からその１年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目的となる株式

数のうち、その25％に相当する株式数についてのみ権利を行使することができる。 

ロ 本行使期間開始日の１年後の応当日から２年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その50％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ハ 本行使期間開始日の２年後の応当日から３年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その75％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ニ 本行使期間開始日の３年後の応当日以降、割当を受けた新株予約権の目的となる株式数の全部（ただ

し、既に行使した新株予約権の目的となる株式数を控除する。）について権利を行使することができ

る。 

② 新株予約権の権利行使時において、当社の業務委託先企業の取締役又は使用人として当社の業務に従事

していること、もしくは当社の取締役又は使用人たる地位にあることを要する。ただし、新株予約権者が

当社の業務委託先の取締役又は使用人となる場合において、当社の都合により当該業務委託契約を解除し

たとき（以下「業務委託契約の解除等」という。）、もしくは新株予約権者が当社の取締役又は使用人と

なる場合において、定年もしくは当社の都合により退職したとき（以下「退職等」という。）で、取締役

会が特に認めて本新株予約権者に書面で通知したときは、引続き本新株予約権を業務委託契約の解除等又

は退職等の後２年間行使することができる。かかる業務委託契約の解除等又は退職等の後行使することが

できる新株予約権の目的となる株式数は、業務委託契約の解除等又は退職等の時点で①の定めに従って新

株予約権者が権利を行使できる株式数とする。 

③ 新株予約権の割当日後、権利行使期間満了時までに新株予約権者において以下の事由が生じた場合に

は、新株予約権者は新株予約権を自動的に喪失する。ただし、当該事由発生以前の新株予約権の行使につ

いて遡及して影響を及ぼすことはないものとする。 

イ 当社の業務委託先企業の取締役又は使用人として当社の業務に従事している状態でなくなった場合、

もしくは当社の取締役又は使用人たる地位を失った場合（ただし、②に該当する場合を除く） 

ロ 死亡した場合 

ハ 不正行為もしくは職務上の義務違反又は懈怠があった場合 

ニ 禁固以上の刑に処せられた場合 

ホ 新株予約権割当契約書の規定に違反した場合 

ヘ 当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合 

④ 本新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認められない。ただし、本新株予約権者が、本新株

予約権の行使期間内に死亡した場合は、本新株予約権者の死亡後４年以内の間に限り、その相続人は、①

の定めにより権利行使可能となっている本新株予約権を行使できるものとする。なお、本新株予約権の相

続人のうち、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）が死亡した場合は、当該権利承

継者の相続人は新株予約権を行使できないものとする。 

⑤ その他の権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

  

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額   

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

新株式発行前の時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   
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４．平成20年１月18日開催の取締役会決議により、平成20年２月15日をもって普通１株を100株とする株式分割

を行っております。また、平成21年６月30日開催の取締役会決議により、平成21年９月１日をもって普通株式

１株を３株とする株式分割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の

行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行

っております。  

５．当社が消滅会社となる吸収合併契約もしくは新設合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新

設分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が、当社株主総会又は当社取締

役会で承認された場合において、当社取締役会で取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとする。 

  

③ 平成19年２月23日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、

退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。  

２．当社が、当社普通株式について株式の分割又は株式の併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式数は分

割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整するものとする。また、本新株予約権の割当日後に、当社が株

式無償割当を行う場合、その他新株予約権の目的となる株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内

で株式数を調整することができるものとする。かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的となる株式の数についてのみ行われる。なお、調整後生じる１株未満の端数は切り捨てるものとするが、そ

の次の調整における調整前株式数においてはこれを考慮するものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年８月31日） 

新株予約権の数（個）      （注）１ 49

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）      （注）１,２,５ 14,700

新株予約権の行使時の払込金額（円）                      （注）３,５ 557

新株予約権の行使期間 平成21年８月８日から平成29年２月23日までとする。 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額   

（注）５ 

557

278.5

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）６ 
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３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む）の行使により新株式を発行する場合は除く）が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

        ４．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権者は、以下の区分に従って、割当を受けた本新株予約権の全部又は一部を行使することが

できる。ただし、かかる行使により発行される株式数は１株の整数倍でなければならない。 

イ 本行使期間開始日からその１年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目的となる株式

数のうち、その25％に相当する株式数についてのみ権利を行使することができる。 

ロ 本行使期間開始日の１年後の応当日から２年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その50％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ハ 本行使期間開始日の２年後の応当日から３年後の応当日の前日までは、割当を受けた新株予約権の目

的となる株式数のうち、その75％に相当する株式数（ただし、既に行使した新株予約権の目的となる株

式数を控除する。）についてのみ権利を行使することができる。 

ニ 本行使期間開始日の３年後の応当日以降、割当を受けた新株予約権の目的となる株式数の全部（ただ

し、既に行使した新株予約権の目的となる株式数を控除する。）について権利を行使することができ

る。 

② 新株予約権の権利行使時において、当社又は子会社の取締役又は使用人たる地位にあることを要する。

ただし、新株予約権者が定年もしくは当社の都合により退職した場合（以下「退職等」という。）で、取

締役会が特に認めて新株予約権者に書面で通知したときは、引続き本新株予約権を退職等の後２年間行使

することができる。かかる退職等の後行使することができる本新株予約権の目的となる株式数は、退職等

の時点で①の定めに従って新株予約権者が権利を行使できる株式数とする。 

③ 新株予約権の割当日後、権利行使期間満了時までに新株予約権者において以下の事由が生じた場合に

は、新株予約権者は新株予約権を自動的に喪失する。ただし、当該事由発生以前の新株予約権の行使につ

いて遡及して影響を及ぼすことはないものとする。 

イ 当社又は子会社の取締役又は使用人たる地位を失った場合（ただし、②に該当する場合を除く） 

ロ 死亡した場合 

ハ 不正行為もしくは職務上の義務違反又は懈怠があった場合 

ニ 禁固以上の刑に処せられた場合 

ホ 新株予約権割当契約書の規定に違反した場合 

ヘ 当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合 

④ 本新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認められない。ただし、本新株予約権者が、本新株

予約権の行使期間内に死亡した場合は、本新株予約権者の死亡後４年以内の間に限り、その相続人は、①

の定めにより権利行使可能となっている本新株予約権を行使できるものとする。なお、本新株予約権の相

続人のうち、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）が死亡した場合は、当該権利承

継者の相続人は新株予約権を行使できないものとする。 

⑤ その他の権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。  

５．平成20年１月18日開催の取締役会決議により、平成20年２月15日をもって普通１株を100株とする株式分割

を行っております。また、平成21年６月30日開催の取締役会決議により、平成21年９月１日をもって普通株式

１株を３株とする株式分割を行っております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の

行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行

っております。  

  

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１   

  分割・併合の比率   

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額   

  
調整後行使価額＝調整前行使価額× 

新株式発行前の時価   

  既発行株式数＋新規発行株式数   
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６．当社が消滅会社となる吸収合併契約もしくは新設合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新

設分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が、当社株主総会又は当社取締

役会で承認された場合において、当社取締役会で取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとする。 

    

該当事項はありません。   

    

該当事項はありません。  

    

（注）新株予約権の行使による増加であります。 

  

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 

  
発行済株式総 
数増減数   

（株） 
  

発行済株式総 
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

 平成23年６月１日～ 

 平成23年８月31日  

(注)  

     2,100  7,530,300    182  634,119    182  624,119
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(6)【大株主の状況】

平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

丸田 昭雄 東京都大田区    1,643,100      21.81 

中村 恭平 東京都港区     1,493,100      19.82 

妹尾 勲           東京都港区     1,418,100      18.83 

プロスペクト ジャパン ファンド リ

ミテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

TRAFALGAR COURT, LES BANQUES, ST. 

PETER PORT, 

GUERNSEY CHANNEL ISLANDS, U.K.  

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

      700,500     9.30 

小杉 誠         群馬県高崎市       375,000     4.97 

グローバル・ブレイン株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番20号       176,300     2.34 

バンク オブ ニューヨーク ジーシー

エム クライアント アカウント ジェ

イピーアールディ アイエスジー エフ

イー－エイシー 

(常任代理人  株式会社三菱東京UFJ銀行) 

PETERBOROUGH 

COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 

2BB UNITED KINGDOM 

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

      133,700     1.77 

シージーエムエル－アイピービー カス

タマー コラテラル アカウント 

(常任代理人 シティバンク銀行株式会

社)  

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE、

CANARY WHARF, LONDON E14 ５LB 

(東京都品川区東品川二丁目３番14号)  

      100,900     1.33 

メロン バンク トリーティー クライ

アンツ オムニバス 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行決済営業部）  

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 

(東京都中央区月島四丁目16番13号) 
 89,800     1.19 

クレディット スイス アーゲー チュ

ーリッヒ 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀

行）  

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 

CH-8070 ZURICH SWITZERLAND 

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

 86,200     1.14 

計 －     6,216,700       82.55
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

   

(7)【議決権の状況】

  平成23年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式          100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    7,529,500  75,295 － 

単元未満株式 普通株式          700 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数           7,530,300 － － 

総株主の議決権 －  75,295 － 

  平成23年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
 株式数（株） 

他人名義所有 
 株式数（株） 

所有株式数の 
 合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 株式会社トライステージ 
東京都港区芝公園 

 二丁目４番１号  
    100  －     100   0.00    

計 －     100  －    100  0.00    

２【株価の推移】

月別 平成23年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円）  1,371  1,270  1,174  1,223  1,225  1,155

最低（円）  770  1,130  1,120  1,118  1,130       981

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成

22年８月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23

年３月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。     

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年８月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,931,970 6,561,041

売掛金 4,160,084 4,167,770

その他 148,021 103,016

貸倒引当金 △74,542 △81,332

流動資産合計 11,165,533 10,750,496

固定資産   

有形固定資産 ※1  109,250 ※1  82,685

無形固定資産 58,290 28,413

投資その他の資産 134,729 126,447

固定資産合計 302,271 237,546

資産合計 11,467,804 10,988,043

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,764,628 2,866,839

未払法人税等 525,393 537,400

賞与引当金 103,797 －

その他 71,529 158,955

流動負債合計 3,465,348 3,563,195

固定負債   

退職給付引当金 33,242 27,891

資産除去債務 41,970 －

固定負債合計 75,213 27,891

負債合計 3,540,561 3,591,086

純資産の部   

株主資本   

資本金 634,119 633,702

資本剰余金 624,119 623,702

利益剰余金 6,669,230 6,139,778

自己株式 △226 △226

株主資本合計 7,927,243 7,396,956

純資産合計 7,927,243 7,396,956

負債純資産合計 11,467,804 10,988,043
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年８月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年８月31日) 

売上高 18,512,538 18,347,915

売上原価 16,387,005 16,406,873

売上総利益 2,125,533 1,941,042

販売費及び一般管理費 ※  674,417 ※  755,615

営業利益 1,451,115 1,185,426

営業外収益   

受取利息 5,583 3,955

その他 15 400

営業外収益合計 5,598 4,356

営業外費用   

支払利息 － 13

その他 － 0

営業外費用合計 － 13

経常利益 1,456,714 1,189,769

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,950 6,789

特別利益合計 1,950 6,789

特別損失   

固定資産除却損 － 225

災害義援金 － 30,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,508

特別損失合計 － 41,733

税引前四半期純利益 1,458,664 1,154,825

法人税、住民税及び事業税 595,550 517,238

法人税等調整額 3,587 △42,370

法人税等合計 599,137 474,867

四半期純利益 859,526 679,958
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年８月31日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成23年６月１日 

 至 平成23年８月31日) 

売上高 9,375,111 8,966,685

売上原価 8,369,028 7,989,300

売上総利益 1,006,082 977,384

販売費及び一般管理費 ※  355,855 ※  383,411

営業利益 650,227 593,973

営業外収益   

受取利息 2,622 1,956

その他 6 258

営業外収益合計 2,629 2,214

経常利益 652,856 596,188

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 2,758

特別利益合計 － 2,758

特別損失   

固定資産除却損 － 225

特別損失合計 － 225

税引前四半期純利益 652,856 598,721

法人税、住民税及び事業税 312,322 292,247

法人税等調整額 △43,869 △46,244

法人税等合計 268,453 246,002

四半期純利益 384,403 352,719
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年８月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 1,458,664 1,154,825

減価償却費 20,040 21,788

固定資産除却損 － 225

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,950 △6,789

賞与引当金の増減額（△は減少） 91,308 103,797

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △57,150 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,669 5,351

受取利息 △5,583 △3,955

支払利息 － 13

災害義援金 － 30,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,508

売上債権の増減額（△は増加） △340,877 7,686

仕入債務の増減額（△は減少） 468,914 △102,211

未払消費税等の増減額（△は減少） △83,143 △8,165

その他 △169,897 △92,516

小計 1,383,995 1,121,556

利息の受取額 6,033 3,443

利息の支払額 － △13

災害義援金の支払額 － △30,000

法人税等の支払額 △1,095,847 △529,113

営業活動によるキャッシュ・フロー 294,182 565,873

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △73,145 △13,656

無形固定資産の取得による支出 － △32,364

定期預金の純増減額（△は増加） △1,400,000 △450,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,473,145 △496,020

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 5,439 835

自己株式の取得による支出 △148 －

配当金の支払額 － △149,759

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,291 △148,924

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,173,672 △79,071

現金及び現金同等物の期首残高 3,290,590 1,111,041

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,116,918 ※  1,031,970
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該当事項はありません。 

      

該当事項はありません。  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
  
  

当第２四半期累計期間  
（自 平成23年３月１日  
 至 平成23年８月31日） 

  会計処理基準に関する事項 

  の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ 千円減

少し、税引前四半期純利益は 千円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

5,312

16,820

41,861

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年８月31日） 

前事業年度末 
（平成23年２月28日） 

 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。  

  ２. 当座貸越契約 

      運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関３行

と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当第２四半期会計期間末の借入未実行残高は以

下のとおりであります。 

  

111,010  ※１. 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。  

  ２. 当座貸越契約 

      運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関３行

と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は以下のとおり

であります。 

   

82,785

  当座貸越契約極度額 千円1,500,000

  借入実行額   －

  差引額 千円1,500,000

  当座貸越契約極度額   千円1,500,000   

  借入実行額   －  

  差引額    千円1,500,000   

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 

至 平成23年８月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与 千円230,043

賞与引当金繰入額 千円91,308

退職給付費用 千円5,281

給与 千円271,037

賞与引当金繰入額 千円103,797

退職給付費用 千円6,271

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年６月１日 

至 平成23年８月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与 千円119,099

賞与引当金繰入額 千円45,654

貸倒引当金繰入額 千円2,259

退職給付費用 千円2,726

給与 千円138,901

賞与引当金繰入額 千円51,898

退職給付費用 千円3,184

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 

  至 平成22年８月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 

  至 平成23年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成22年８月31日現在）  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成23年８月31日現在）  

  現金及び預金 千円5,566,918

  
預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金  
千円△3,450,000

  現金及び現金同等物 千円2,116,918

  現金及び預金 千円6,931,970

  
預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金  
千円△5,900,000

  現金及び現金同等物 千円1,031,970
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当第２四半期会計期間末（平成23年８月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23

年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式               株 

     

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式                  株 

   

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

   

４．配当に関する事項 

 配当金支払額  

  

  該当事項はありません。  

   

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  該当事項はありません。  

    

  該当事項はありません。 

   

  当社には、関連会社がないため、該当事項はありません。  

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年８月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

当社は、ストック・オプション付与時において未公開企業であり、付与時におけるストック・オプション等

の単位当たりの本源的価値は０円であるため、費用計上はしておりません。 

   

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

当社は、当第２四半期会計期間においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はあり

ません。  

  

（株主資本等関係）

7,530,300

147

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
 配当（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月24日 

定時株主総会 
普通株式  150,507  20 平成23年２月28日平成23年５月25日 利益剰余金 

（リース取引関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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  該当事項はありません。 

  

 資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められま

せん。 

  

当社はダイレクトマーケティング支援事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年８月31日） 

前事業年度末 
（平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,052.73円 １株当たり純資産額 982.94円

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 

至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 114.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
112.70円

１株当たり四半期純利益金額 90.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
89.33円

  
前第２四半期累計期間 

（自 平成22年３月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年３月１日 

至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  859,526  679,958

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  859,526  679,958

期中平均株式数（株）  7,500,735  7,528,102

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  125,934  83,412

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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（注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

  

  

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年６月１日 

至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 51.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
50.43円

１株当たり四半期純利益金額 46.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
46.35円

  
前第２四半期会計期間 

（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年６月１日 

至 平成23年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  384,403  352,719

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  384,403  352,719

期中平均株式数（株）  7,503,707  7,528,532

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  119,121  82,159

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 

（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間 

                                           （自 平成23年６月１日 

    至 平成23年８月31日） 

（自己株式の取得） 

当社は、平成23年９月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。 

  

（1）自己株式の取得を行う理由 

  株主の皆様への利益還元及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を目的として、自己株式の取得

 を行うことといたしました。           

（2）取得に係る事項の内容 

 ①取得対象株式の種類  当社普通株式  

②取得し得る株式の総数 株（上限とする） 

                      （発行済株式総数（自己株式を除く）に占める割合 1.99％） 

③株式の取得価格の総額 200,000,000円（上限とする） 

④取得期間       平成23年10月４日～平成23年12月30日 

⑤取得方法       市場買付 

  

（ご参考）平成23年９月30日時点の自己株式の保有 

     発行済株式総数（自己株式を除く）7,530,153株 

     自己株式数              147株  

150,000
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 該当事項はありません。  

   

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年10月15日

株式会社トライステージ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 神山 宗武   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉田 英志   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライ

ステージの平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第５期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年６月１日から

平成22年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トライステージの平成22年８月31日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

   

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年10月13日

株式会社トライステージ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 神山 宗武   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉田 英志   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライ

ステージの平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第６期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年６月１日から

平成23年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トライステージの平成23年８月31日現在の財政状態、同日をもって終

了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年10月13日 

【会社名】 株式会社トライステージ 

【英訳名】 Tri-Stage Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役CEO   妹尾 勲 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役COO   丸田 昭雄 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝公園二丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社代表取締役CEO妹尾勲及び代表取締役COO丸田昭雄は、当社の第６期第２四半期（自 平成23年６月１日 至 

平成23年８月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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